









































































































他方で，マーシャルは，土地の “ 公共的価値 ” への課税を強調している（マーシャル 1985）。














































































































































































税制改革が実施され始めた 1991 年以降により顕著に表れている。2000 年以降は，環境関連税収
の伸び率も他の課税ベースと同様に，低下傾向にあるが，それでも労働課税のそれを大きく上回
る水準で推移しており，2010 年においても 1980 年より 13％上昇している。これは，環境税制改






































































ペンシルヴァニア州では，1995 年時点で 15 市が財産税の SRTを導入している。その歴史は，










た土地と建物の税率格差は，1979 年に 4 倍，1980 年には 5倍以上に拡大している。また，都市
再生の取組みとして，同市が策定した「ルネッサンス計画Ⅱ *19」に基づき，1979 年以降の 3年間，
都市部で新たに建設される建物の追加的な価値が，居住用・事業用を問わず，課税されていなかっ
た点も踏まえると，その税率格差はより大きなものになっていたと考えられる（Weir and Peters 
1986）。
このように 1979 年以降，地価税により近い形で課税されているピッバーグ市の事例は，きわ
めて興味深い。以下では，同市の SRTの政策効果を最も詳細に検証した Oates and Robert（1997）
の研究成果を題材に，地価税の政策効果について再検討したい。
Oates and Robert（1997）が明らかにした SRTの政策効果は，次の 2点である。第 1は，開発
促進効果についてである。表 2は，ピッツバーグ市で土地課税の税率が著しく引き上げられた
1979 年以前と以後の建設許可証（building permits）の賃貸価値について，ピッツバーグ市とア
メリカ東部の他の 14 市（財産税は単一税率）とを比較したものである。同表から，1960-79 年か
ら 1980-90 年の期間に，ピッツバーグ市とコロンブス市を除く 13 市すべての建設許可証の賃貸
価値（年間平均）が減少していることがわかる。特にピッツバーグ市は，建設許可証の実質価値

























都市名 1960-79 年 1980-89 年 変化率（％） 都市名 1960-79 年 1980-89 年 変化率（％）
アクロン 134,026 87,907 － 34.4 デトロイト 368,894 277,783 － 24.7
アレンタウン 48,124 28,801 － 40.2 エリー 48,353 22,761 － 52.9
バッファロー 93,749 82,930 － 11.5 ピッツバーグ 181,734 309,727 70.4
カントン 40,235 24,251 － 39.7 ロチェスター 118,726 82,411 － 30.6
シンシナティ 318,248 231,561 － 27.2 シラキュース 94,503 53,673 － 43.2
クリーブランド 329,511 224,587 － 31.8 トリード 138,384 93,495 － 32.4
コロンブス 456,580 527,026 15.4 ヤングズタウン 33,688 11,120 － 67.0
デイトン 107,798 92,249 － 14.4 平均 167,504 143,352 － 14.4
［出所］Oates and Robert（1997）， p.9, Table3 より作成。
第 2は，第 1の点とも関連するが，中心市街地の高度利用促進と郊外化の抑制効果についてで











開発が活発化した背景には，19 世紀後半～ 20 世紀初頭まで同市経済を支えてきた鉄鋼業を中心
とする製造業から金融・サービス業への産業構造の転換とそれに伴う深刻なオフィススペースの
不足があったという点である。実際，表 3からもわかるように，1980 年代のピッツバーグ中心





















SRTの政策効果をめぐっては，上で取り上げた Oates and Robert（1997）ほど事例を詳細に分
析した研究は皆無に等しいが，SRTの他の事例を紹介したものもある。例えば，Andelson（1997）
は，世界各国で導入されている地価税や SRTを紹介し，中でもオーストラリア，ニュージーラ

















































































































































































































































州のハリスバーグ市を取り上げ，土地と建物の税率格差が 3倍に拡大された 1982 年から約 10 年
の間に見られた政策効果として，以下のような点を挙げている。
・　 1982 年に 4,200 以上あった空き家となっていた建物の数が，1997 年には 500 件以下に減少
した
・　 1997 年には，53,000 人いる住民のうち，同市で雇用されている住民が 1982 年よりも 4,700
人増加した
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